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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第83期 

第１四半期連結 
累計期間 

第84期 
第１四半期連結 

累計期間 
第83期 

会計期間 
自2017年４月１日 
至2017年６月30日 

自2018年４月１日 
至2018年６月30日 

自2017年４月１日 
至2018年３月31日 

売上高 （千円） 2,082,813 2,621,077 17,336,998 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △130,825 43,968 1,645,727 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△） 

（千円） △99,625 30,049 1,098,411 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 21,480 31,711 1,214,210 

純資産額 （千円） 16,982,411 17,920,508 18,042,958 

総資産額 （千円） 22,413,285 23,876,804 25,947,144 

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△） 

（円） △22.62 6.82 249.38 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 75.8 75.1 69.5 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていません。

２．売上高には、消費税等は含んでいません。

３．第83期第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり

四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していません。

４．第84期第１四半期連結累計期間及び第83期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していません。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な

経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっています。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間の海外経済は、米国では安定した雇用情勢や堅調な企業の設備投資により拡大基調が

継続しており、中国においても景気が安定的に推移したことから、全体として緩やかな景気の拡大が続きました。

一方、米国政権による保護主義的な通商政策の影響など、先行きに関しては不透明な状況にあります。日本経済に

おいては、堅調な企業収益を背景とする設備投資の増加や雇用・所得環境の改善などにより、緩やかな景気の拡大

が続きました。 

このような中で、当第１四半期連結累計期間における当社グループの受注高は、官需、国内民需、海外の各部門

が好調であったことから、前年同期に対し127.9％の36億55百万円となりました。売上高につきましては、国内民

需部門が前年同期に比べて大きく増加したことなどから、前年同期に対し125.8％の26億21百万円となりました。

また、利益につきましては、利益率の良い大型案件の売上があったことから、営業損失９百万円（前年同期四半期

営業損失１億70百万円）、経常利益43百万円（前年同期四半期経常損失１億30百万円）、親会社株主に帰属する四

半期純利益30百万円（前年同期親会社株主に帰属する四半期純損失99百万円）となりました。 

なお、当社グループの売上高は、公共事業物件の割合が高いため連結会計年度末に集中する傾向があり、四半期

別の業績には季節的変動があります。 

(2）財政状態の分析 

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ、20億70百万円減少し238億76百万円となり

ました。これは、現金及び預金の増加62億23百万円、仕掛品の増加２億４百万円があったものの、受取手形及び売

掛金の減少84億23百万円などがあったことによるものです。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末の総負債は、前連結会計年度末と比べ、19億47百万円減少し59億56百万円となりま

した。これは、前受金の増加７億23百万円があったものの、支払手形及び買掛金の減少16億29百万円、未払法人税

等の減少５億75百万円、流動負債のその他の減少４億２百万円などがあったことによるものです。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べ、１億22百万円減少し179億20百万円となり

ました。これは、利益剰余金の減少１億24百万円などがあったことによるものです。この結果、自己資本比率は、

75.1％（前連結会計年度末69.5％）となりました。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針(以下、基本方針という。)を定

めており、①基本方針の内容、②基本方針の実現に資する取組みの概要、③基本方針に照らして不適切な者によっ

て当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの概要、④上記③の取組みに対する

当社取締役会の判断及びその理由は次のとおりです。

 ①基本方針の内容

  当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式等の自由な取引を尊重し、特

定の者による当社株式等の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確

保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式等の大規

模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

  ただし、株式等の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができ

ない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のあるものや、当社グルー

プの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をするために必要な時間

や情報が十分に提供されないものもありえます。

  そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のため

に、必要な時間や情報の確保、株式等の大規模買付提案者との交渉を行う必要があると考えています。
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 ②基本方針の実現に資する取組みの概要 

  当社は、当社グループの企業価値向上を実現するための直近の中期経営計画を実施し、推進しております。

  また、当該中期経営計画期間及びそれ以降についても引続き時々の経営課題に対処し、コーポレート・ガバナ

ンスの強化にも取り組み、企業価値の向上に努めてまいります。

 ③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組みの概要

  当社は、2018年６月28日開催の第83回定時株主総会において「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策

（買収防衛策）」（以下「本プラン」という。）の継続について株主の皆様の承認を受けています。

  本プランは、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定するとともに、一定の

場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があるこ

とを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資さ

ない当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものです。

  本プランの概要は以下のとおりです。なお、本プランの全文は、次の当社ウェブサイトに掲載しています。

   http://www.dmw.co.jp/

(ア)対象となる大規模買付け等

本プランは以下の(ａ)又は(ｂ)に該当する当社株式等の買付け又はこれに類似する行為（ただし、当社取締

役会が承認したものを除きます。当該行為を、以下、「大規模買付け等」といいます。）がなされる場合を適

用対象とします。大規模買付け等を行い、又は行おうとする者（以下、「買付者等」といいます。）は、予め

本プランに定められる手続きに従わなければならないものとします。

(ａ)当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付け

(ｂ)当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係者の株

式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

(イ)意向表明書の当社への事前提出

買付者等に対し当該買付者等が大規模買付け等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等

を記載した書面（以下、「意向表明書」といいます。）の提出を求めます。

(ウ)本必要情報の提供

上記(イ)の意向表明書の提出があった場合には、買付者等に対し、大規模買付け等に対する株主及び投資家

の皆様の判断、並びに、当社取締役会の評価・検討等のために必要かつ十分な情報（以下、「本必要情報」と

いいます。）の日本語での提供を求めます。

なお、当社取締役会は、買付者等から大規模買付け等の提案がなされた事実とその概要及び本必要情報の概

要その他の情報のうち株主及び投資家の皆様の判断に必要であると認められる情報がある場合には、適切と判

断する時点で開示いたします。

また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、その旨を買

付者等に通知（以下、「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、速やかにその旨を開示いたしま

す。

(エ)取締役会評価期間の設定等

当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付け等の評価の難易度等に応じて、以下の(ａ)又

は(ｂ)の期間（いずれも初日不算入）を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案の

ための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。）として設定します。

(ａ)対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式等を対象とした公開買付けの場合には最大60

日間

(ｂ)その他の大規模買付け等の場合には最大90日間

ただし、上記(ａ)(ｂ)いずれにおいても、取締役会評価期間は、取締役会が合理的に必要な事由があると認

める場合に限り、延長できるものとします。その場合は、延長期間及び当該延長期間が必要とされる具体的理

由を買付者等に通知すると共に株主及び投資家の皆様に開示いたします。また、延長の期間は最大30日間とし

ます。

当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付者

等から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者

等に通知するとともに、適時かつ適切に株主及び投資家の皆様に開示します。また、必要に応じて、買付者等

との間で大規模買付け等に関する条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株主及び投資家の

皆様に代替案を提示することもあります。
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(オ)取締役会の決議 

当社取締役会は、上記(エ)の検討等の後、以下の手続きに従い、対抗措置の発動の是非について決議を行う

ものとします。

(ａ)買付者等が本プランに定める手続きを遵守しなかった場合 

 当社取締役会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合には、対抗措置の発動の決

議を行うことができるものとします。

 当社取締役会は、対抗措置の発動の決議に先立ち、株主の皆様の意思を確認することが適切と判断する場

合、下記(カ)に定める手続きを行うものとします。この場合、当社取締役会は、下記(カ)に定める株主総会

の決定に従って、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から速やかに対抗措置の発動又

は不発動の決議を行うものとします。

(ｂ)買付者等が本プランに定める手続きを遵守した場合

(ⅰ) 買付者等による大規模買付け等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものと認められる

場合

 当社取締役会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守した場合であっても、当該大規模買付け

等が専ら買付者等の短期的な利得のみを目的とするものである等、当社の企業価値・株主共同の利益を著

しく損なうものと認められ、対抗措置の発動が相当であると思われる場合には、対抗措置の内容及びその

発動の賛否に関し、株主の皆様の意思を確認するために下記(カ)に定める手続きを行うものとします。こ

の場合、当社取締役会は、下記(カ)に定める株主総会の決定に従って、当社の企業価値・株主共同の利益

の確保・向上という観点から速やかに対抗措置の発動又は不発動の決議を行うものとします。

(ⅱ) 買付者等による大規模買付け等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものではないと認

められる場合

 当社取締役会は、買付者等による大規模買付け等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうも

のではないと認められる場合には、対抗措置の不発動の決議を行うものとします。

当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、その内容が対抗措置の発動であるか不発動であるかを問わ

ず、速やかに当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。

(カ)株主意思の確認

当社取締役会は、上記(オ)(ｂ)(ⅰ) に該当する場合、及び、上記(オ)(ａ)に該当しかつ当社取締役会が必

要と認める場合、対抗措置の発動の是非に関し株主の皆様の意思を確認するために、株主総会に対抗措置の発

動の是非に関する議案を付議するものとします。

この場合、当社取締役会は、実務上可能な限り速やかに株主総会を開催します。また、対抗措置の発動の是

非に関する株主総会の決議の概要、その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を

行います。

(キ)対抗措置の中止又は発動の停止

当社取締役会が上記(オ)の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、買付者等が大

規模買付け等を中止した場合又は対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、

かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から対抗措置の発動が相当でないと考えられ

る状況に至った場合には、当社取締役会は、対抗措置の中止又は発動の停止を行うものとします。

当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する

事項について、情報開示を行います。

(ク)大規模買付け等の開始

買付者等は、本プランに規定する手続きを遵守するものとし、当社取締役会において対抗措置の発動又は不

発動の決議がなされるまでは大規模買付け等を開始することはできないものとします。

(ケ)対抗措置の具体的内容

当社取締役会が上記(オ)に記載の決議に基づき発動する対抗措置としては、新株予約権（以下、「本新株予

約権」といいます。）の無償割当てを行うこととします。

当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、上記(キ)に記載の通り、対抗措置の

中止又は発動の停止を決定することがあります。

(コ)本プランの有効期間、廃止及び変更

本プランの有効期間は、2021年６月開催予定の定時株主総会終結の時までとします。

ただし、当該有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなさ

れた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるものとします。また、当社の株主

総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランは

その時点で廃止されるものとします。

 ④上記③の取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

  当社取締役会は、本プランの設計に際し、以下の事項を考慮し織り込むことにより、本プランが基本方針に沿

うものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えています。
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(ア)買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

    本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前

開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しており、かつ、企業価値研究会が2008年６月30

日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を踏まえております。

(イ)当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

    本プランは、当社株式等に対する大規模買付け等がなされた際に、当該大規模買付け等に応じるべきか否か

を株主の皆様が判断するため、または当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、当

社取締役会が、株主の皆様のために買付者等との交渉の機会を確保することにより、当社の企業価値・株主共

同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されているものです。

(ウ)株主意思を重視するものであること

    本プランは、買付者等が本プランに定められた手続きに従うことなく大規模買付け等を行おうとする場合で

あって、かつ当社取締役会の決議だけで対抗措置の発動を決議する場合を除き、買付者等による大規模買付け

等に対する対抗措置の発動について株主の皆様の意思を直接確認するものです。 

 また、本プランの有効期間は、2021年６月開催予定の定時株主総会終結の時までですが、その有効期間の満

了前であっても、当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、当該決議に従い

変更又は廃止されることになります。従いまして、本プランの継続、変更及び廃止には、株主の皆様の意思が

十分反映される仕組みとなっています。

(エ)合理的かつ客観的発動要件の設定

    本プランは、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取

締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。

(オ)デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

    本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することがで

きるものとされています。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交

代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

 また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型（取締役会の構成員の交代を一

度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

(5）研究開発活動

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、38百万円となっています。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,107,600

計 19,107,600

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,776,900 4,776,900
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式で、

単元株式数は100株

です。

計 4,776,900 4,776,900 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

2018年４月１日～
2018年６月30日

― 4,776 ― 810,000 ― 28,739

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしていま

す。

①【発行済株式】

2018年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  372,200
―

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,397,700 43,977 同上

単元未満株式 普通株式 7,000 ― ―

発行済株式総数 4,776,900 ― ―

総株主の議決権 ― 43,977 ―

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含

まれています。

２. 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式96株が含まれています。

②【自己株式等】

2018年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社電業社機械製作所

東京都大田区大森北

１丁目５番１号
372,200 － 372,200 7.79

計 － 372,200 － 372,200 7.79

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。

 なお、新日本有限責任監査法人は2018年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2018年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,395,541 9,619,490 

受取手形及び売掛金 ※２ 13,639,505 ※２ 5,216,063 

電子記録債権 8,424 ※２ 8,424 

有価証券 - 201,592 

仕掛品 1,994,328 2,199,029 

原材料及び貯蔵品 117,395 117,011 

その他 234,840 210,676 

貸倒引当金 △439 △439 

流動資産合計 19,389,596 17,571,849 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,331,618 2,295,831 

その他（純額） 1,113,604 1,083,667 

有形固定資産合計 3,445,222 3,379,499 

無形固定資産 156,342 153,266 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,613,530 2,406,373 

繰延税金資産 106,511 131,974 

その他（純額） 274,749 274,148 

貸倒引当金 △38,808 △40,308 

投資その他の資産合計 2,955,983 2,772,188 

固定資産合計 6,557,548 6,304,954 

資産合計 25,947,144 23,876,804 

 

- 9 -



 

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2018年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※２ 4,496,507 ※２ 2,866,636 

未払法人税等 652,644 76,914 

前受金 713,197 1,436,667 

受注損失引当金 315,059 332,136 

製品保証引当金 112,512 96,123 

役員賞与引当金 62,489 14,500 

その他 1,383,798 ※２ 981,328 

流動負債合計 7,736,208 5,804,306 

固定負債    

退職給付に係る負債 61,019 42,377 

繰延税金負債 3,960 3,885 

その他 102,997 105,726 

固定負債合計 167,977 151,989 

負債合計 7,904,186 5,956,295 

純資産の部    

株主資本    

資本金 810,000 810,000 

資本剰余金 111,319 111,319 

利益剰余金 17,044,082 16,919,970 

自己株式 △594,617 △594,617 

株主資本合計 17,370,783 17,246,672 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 868,495 864,531 

繰延ヘッジ損益 △14,226 △5,215 

為替換算調整勘定 △101,588 △109,120 

退職給付に係る調整累計額 △80,504 △76,358 

その他の包括利益累計額合計 672,174 673,836 

純資産合計 18,042,958 17,920,508 

負債純資産合計 25,947,144 23,876,804 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

売上高 2,082,813 2,621,077 

売上原価 1,572,322 1,953,819 

売上総利益 510,490 667,257 

販売費及び一般管理費 680,883 676,317 

営業損失（△） △170,392 △9,059 

営業外収益    

受取利息 3,212 825 

受取配当金 36,288 42,692 

受取賃貸料 17,678 18,412 

その他 3,395 1,724 

営業外収益合計 60,575 63,655 

営業外費用    

支払利息 - 783 

賃貸費用 4,248 4,375 

支払保証料 2,094 2,644 

その他 14,664 2,824 

営業外費用合計 21,007 10,626 

経常利益又は経常損失（△） △130,825 43,968 

特別利益    

固定資産売却益 - 23,296 

特別利益合計 - 23,296 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△130,825 67,265 

法人税、住民税及び事業税 4,438 66,723 

法人税等調整額 △35,638 △29,507 

法人税等合計 △31,199 37,215 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △99,625 30,049 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△99,625 30,049 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △99,625 30,049 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 105,401 △3,964 

繰延ヘッジ損益 6,127 9,011 

為替換算調整勘定 5,357 △7,532 

退職給付に係る調整額 4,218 4,146 

その他の包括利益合計 121,105 1,661 

四半期包括利益 21,480 31,711 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 21,480 31,711 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は

固定負債の区分に表示しています。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 １ 受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（2018年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 

（2018年６月30日） 

受取手形割引高 －千円 152,064千円 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権 

四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって

決済処理をしています。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会

計期間末日満期手形及び電子記録債権が四半期連結会計期間末日残高に含まれています。

 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2018年６月30日）

受取手形 87,741千円 36,594千円 

電子記録債権 - 8,424

支払手形 214,033 270,896

その他（設備関係支払手形） - 3,780

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自2017年４月１日 至2017年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自2018

年４月１日 至2018年６月30日）

 当社グループの売上高は、公共事業物件の割合が高いため、連結会計年度末に集中する傾向があり、四半期

別の業績には季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

減価償却費 89,070千円 102,987千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日）

     配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額 
(千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月29日 

定時株主総会
普通株式 132,138 30.0 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

     配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額 
(千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 154,161 35.0 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 

2018年４月１日 至 2018年６月30日） 

 当社グループは、風水力機械の製造・据付・販売を専ら事業としており、製品の性質、製造方法、販売市場

等の類似性から判断して単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しています。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損

失（△）
△22円62銭 ６円82銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社

株主に帰属する四半期純損失（△）（千円）
△99,625 30,049

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）(千円）

△99,625 30,049

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,404 4,404

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載していません。

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載していません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年８月９日

株式会社電業社機械製作所 

取締役会 御中 

 

EY新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 廣田 剛樹  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 大屋 浩孝  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電業社

機械製作所の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から

2018年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電業社機械製作所及び連結子会社の2018年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項
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【代表者の役職氏名】 代表取締役社長

最高執行役員社長 土屋 忠博

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。
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【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所
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（大阪市中央区南本町２丁目６番12号）
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役土屋忠博は、当社の第84期第１四半期（自2018年４月１日 至2018年６月30日）の四半期報告書の

記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


